
整理番号
■　総合計画（後期基本計画）

１　関連する個別計画

平成21年～

平成30年

２　施策目的

３　目標値など

（H17） （H20）

人権学習会の開催回数 5回 H16 5回 H20 8回 Ｈ24 10回 H26

人権学習会への参加者数 450人 H16 864人 H20 994人 Ｈ24 1,600人 H26

なし

# 45 # # # # # # # # # # # # #

４　構成事務事業・評価結果一覧

1

1

2

1

2

3

1

2

５．歳出抑制の考え方について

総合
計画

めざす目標 指標名

854          

A 現状維
持

単費
人権啓発推進団体等負担金 市民課

－－義務 - － － －
府・
一部

A 現状維
持人権啓発事業として、人権啓発映画会・みんなのつどい・人権の花運動等を実施

－ －

市民

施策名

政策名

③

Ⅴ

（一般財源）

1,899       1,780       

市民相談事業

人権の尊重

パートナーシップ都市

指標名 説明・備考

施策方針

778          

人権学習を推進します

1

優先
順位

現状においてどのような問題や課題があって
（何のために）

『何を対象に』、『どのようなことを行うことで（又は
どのような手段で）』

(512)

総合計画作成時

市民部

教育委員会事務局 吉岡　喜代和

3

関連する施策方針

後期基本計画作成時 直近年度実績値

数値

2 人権啓発の推進

どのような状態にしたいのか

人権尊重の総合行政の推進

3 人権尊重の総合行政の推進
　犯罪被害者が再び平穏な暮らしができるように
する。

1 人権学習の推進

根拠
法令

25
施策評価調書（内部評価結果）

事務事業

負

現状維
持

2

(540)

京丹後市人権教育・啓発推進計
画

人権教育・啓発に係る施策を総合的かつ計画的に進めるための基本的指針として策定 平成21年3月

個別計画名称 計画概要 計画年次 計画期間 備考

所管部局長の氏名

木村　嘉充

所管部局

財政
負担

事業
種別

対象
実施
手法

施策
目的

500          

H24決算額

1　人権学習の推進

予算額（単位：千円）

犯罪被害者支援事業 市民協働課

市民相談室、多重債務相談支援室を設置して市民の悩みやﾄﾗﾌﾞﾙ解決を支援(市民相談214件、多重債務相談65件)

市民課

法律相談事業 市民課

人権啓発推進団体に対して負担金を交付(市人権啓発推進協議会ほか)

　府、警察などの関係機関と連携し、犯罪被害者
への支援と啓発などを行い、途切れることのない
長期の支援を提供する。

　犯罪被害に遭われた方への認知度が低く、2次
被害を受けるケースがある。

（H26）

計画策定時 目標
（現状）

（現状）

説明

直近年度実績値

年度 年度

今後の
方向性

年度

年度

関与必要性

事務事業の概要 施策評価結果

施策
貢献度

目標

年度

個別計画名称

現状維
持犯罪被害者等へ見舞金支給(1件)、犯罪被害者等支援連絡会議・京丹後人権擁護委員合同研修会を開催 (429)

なし
府・
一部

サー
ビス

市民 直・扶
国規
定

単費 6

生命財産
権利保護

B

委・補なし 単費

－

縮小

1

直
1,686       2,580       

生命財産
権利保護

生命財産
権利保護

1○

計

72千円
京都弁護士会との委託契約（1回当たり72千円）により年間4回開催している無料法律相談について利用実
績を踏まえ平成27年度に開催回数を見直す。

補完・代替措置などがある場合は、その内容

民間法律事務所の開設や他の相談窓口の対応により
、相談機会の充実は図られてきている。

現状維
持

S

6
サー
ビス(12)

Bサー
ビス

7,699       

(4,093)

5,948       

○ 3

市民

114          429          

1含む 市民

施策における歳出抑
制の考え方

No.

　すべての人々の個人の尊厳が守られる地域社
会を築く。

　市民一人ひとりが自らの課題として、人権尊重
の理念を深めるための啓発を行うほか、相談体制
の整備を進め

　未だ偏見や先入観に基づく差別が社会的に存
在し、また学校におけるいじめも大きな問題になる
など、人権にかかる問題が数多く見受けられるた
め

　人権問題は国民的課題であり、市民に対して人
権に関する正しい理解と認識を高める活動が必
要である。

　さまざまな人権課題ついて、効果的な方法等に
より多様な学習機会を提供する。

　市民がお互いの人権を尊重する気運を高め、
差別のない明るい地域社会の実現を目指す。

2

3

歳出抑制の考え方
（平成26～28年度までの3か年で取り組む歳出抑制）

一般財源抑制見込額
（単位：千円）

895          820          

人権教育講演会等を実施(子ども映画回1回、講演会2回)、障害者交流研修会を開催(2回)

京都弁護士会に委託し無料法律相談を実施(年5回)、丹後法律相談ｾﾝﾀｰの運営補助 (820)

年度 年度

単独
事業

含む

個別
計画

H25予算額

2　人権啓発の推進

事業内容（実績） 担当課

－
1,312       人権啓発推進事業 市民課

人権教育事業 A

3　人権尊重の総合
行政の推進

1

(1,780)
1 1○

サー
ビス

国規
定

義務
府・
一部

社会教育課

－

該当なし

6

ＡＣＴ

ＤＯ ＣＨＥＣＫ

ＰＬＡＮ

- 1 -



01

Ⅴ ③

① ②

○人権教育講演会等 【報償費・旅費・需用費・使用料及び賃借料…405千円】

① 子ども映画会

開催日等　平成24年8月18日（土）　丹後・峰山地域公民館、久美浜市民局

上映映画　「カンフーパンダ2」

② 開催日等　平成24年8月21日（火）　　京都府丹後文化会館

演　題　　「今に生かそう『同和教育』の心」　

講　師　　中津川　敬朗　氏（京都府人権教育研究協議会元会長）

③ 開催日等　平成25年3月24日（日）　　峰山地域公民館

演　題　　「心の体力が温まるコミュニケーションのヒント」

講　師　　ちょん　せいこ　氏（人まちファシリテーション工房　代表）

○障害者交流研修会 【報償費・需用費・委託料…23千円】

① 視覚障害者交流研修会

開催日等　平成24年6月21日（木）　アグリセンター大宮　27人

内　容　　丹後語り部の会講演、押し花コースター作り体験

② 聴覚障害者交流研修会

開催日等　平成24年10月26日（金）　大宮ふれあい工房・スポーツ広場

内　容　　グラウンド・ゴルフ、ペタンク、陶芸体験

○その他事務費 【旅費・需用費・委託料…72千円】

事 業 所 管 課 教育委員会事務局／社会教育課

評
価
・
課
題
等

○各種の人権講演会を開催するとともに、各地域でも啓発用の視聴覚教材を活用した人権学
習会を実施し、人権意識の高揚を図った。
○人権教育は、必要課題であるが一般的に参加者を募集するのが難しい傾向にある。講師の
選定や開催時期を工夫したり、市内の各種団体や組織の連携を図ったりするなど、一人でも
多くの市民に人権について考えていただく機会を提供することが必要である。

目
的

　人権問題についての正しい理解と認識を深め、人権尊重の精神の涵養を図ることを目的と
する。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

主
な
財
源

府補 人権問題啓発事業費補助金（1/2） 225千円

　人権に関する多様な教育活動を実施することによって、住民の学習機会の拡充と身近で気
軽に参加することができる効果的な学習・啓発活動を実施した。

117 人

364 人

54 人

29 人

予算科目 10教育費 05社会教育費 01社会教育総務費 12人権教育事業

決算額 最終予算額 不用額 (②－①) 執行率

細事業名 人権教育事業 決算書 Ｐ.336

総合計画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 人権の尊重

（参考）当初予算額

500千円 516千円 16千円 96.8 % 451千円
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01

Ⅴ ③

① ②

○みんなのつどい（Ｈ24.10.21アグリセンター大宮）　参加者160人 千円

・報償費（要約筆記・手話通訳謝金、人権作文朗読謝礼品） 千円

・需用費（チラシ作成等） 千円

・委託料（人権と女性のつどい講演会講師委託料） 千円

・使用料（看板借上料等） 千円

○啓発資料等作成 千円

・需用費（啓発冊子作成1,000部） 千円

・役務費（通信運搬費） 千円

○人権の花運動（保育所1園、小学校2校）　参加児童146人 千円

・需用費（球根、培養土、看板、記念品等） 千円

・役務費（通信運搬費） 千円

○人権啓発映画会（Ｈ24.8.4アグリセンター大宮）　参加者70人 千円

・需用費（チラシ作成ほか） 千円

・委託料（映画「それでも生きる子どもたちへ」上映委託料） 千円

○その他 千円

・旅費（職員研修等） 千円

・需用費（事務用消耗品、機関紙購読等） 千円

評
価
・
課
題
等

○各事業とも参加者の固定化傾向や参加者数が少ないことが課題である。
○今後もさらに市民が参加しやすいテーマの工夫や実施形式を検討し、また積極的なPRなどを行
うことにより参加者の増加を図り、人権尊重の意識啓発を進めていく。

事 業 所 管 課 市民部／市民課

目
的

　一人ひとりの違いを認め合い、それぞれの人権が尊重される社会の実現に向け、人権啓発
イベントや事業の実施によって人権問題に対する市民の理解や意識の向上を図る。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

主
な
財
源

府補 人権問題啓発事業補助金（1/2） 291千円

府委 地域人権啓発活動活性化事業委託金（10/10） 82千円

86

1

77

6

44

　人権尊重思想の普及啓発を図り、人権問題に対する正しい認識を広めるため、人権啓発映
画会、人権啓発総合イベント、人権の花運動等を実施した。
　その他人権啓発事業全般にかかる消耗品費、職員研修旅費等を支出した。

854千円 866千円 12千円 98.6 % 1,031千円

（参考）当初予算額

細事業名 人権啓発推進事業 決算書 Ｐ.122

総合計画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 人権の尊重

決算額 最終予算額 不用額 (②－①) 執行率

予算科目 03民生費 01社会福祉費 01社会福祉総務費 05人権啓発事業

169

83

135

322

101

83

179

100

47

98

130

47

- 3 -



02

Ⅴ ③

① ②

○京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合負担金 千円

○人権啓発推進団体負担金 千円

・京丹後市人権啓発推進協議会等負担金 千円

・京丹後人権擁護委員協議会負担金 千円

・京丹後市保護司会負担金 千円

・社会を明るくする運動「市民のつどい」負担金 千円

900

事 業 所 管 課 市民部／市民課

評
価
・
課
題
等

○市民の人権に対する意識や理解を深めるため、京丹後市人権啓発推進協議会等への負担金を支
出し活動の活性化を図っている。
○住宅新築資金等貸付事業の償還事務を代行している京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合が
平成33年度に解散予定であり、その後は市で償還事務（滞納整理含む）を行うこととなる。

目
的

　一人ひとりの違いを認め合い、それぞれの人権が尊重される社会の実現に向け、人権啓発
推進団体活動の活性化を図り、人権問題に対する市民の理解や意識の向上を図る。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

主
な
財
源

129

　京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合及び人権啓発の推進活動を行う団体への負担金の
支出を行った。

480

330

60

1,770

1,899千円 1,909千円 10千円 99.4 % 1,909千円

（参考）当初予算額

細事業名 人権啓発推進団体等負担金 決算書 Ｐ.122

総合計画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 人権の尊重

決算額 最終予算額 不用額 (②－①) 執行率

予算科目 03民生費 01社会福祉費 01社会福祉総務費 05人権啓発事業

- 4 -



01

Ⅴ ③

① ②

○旅費（職員出張旅費） 千円

○委託料 千円

　無料法律相談委託料：京都弁護士会（年間5回、会場地は各町域を順番に設定）

○補助金 千円

　丹後法律相談センター運営補助金

（京都弁護士会による運営事業費合計額　8,321千円）

峰山町 相続・登記 峰山町 離婚

大宮町 金銭貸借 大宮町 交通事故

網野町 離婚 網野町 金銭貸借

丹後町 行政・人権 丹後町 相続

弥栄町 土地・家屋 弥栄町 売買

久美浜町 交通事故 久美浜町 相隣関係

契約 他市町 刑事事件

その他 その他

※相談受付は1回あたり9件まで ※宮津相談所（毎週水曜日） 件

計 113

38

評
価
・
課
題
等

○法律相談の実施により、法律問題について専門的な指導助言を必要とする市民の要望に応える
ことができた。
○個人・法人の法律事務所の開設や司法書士会の無料相談窓口開設など対応窓口の増加により、
利用件数は減少傾向にあるが、法律相談事業に対する市民の必要性は依然高いため、今後も継続
することが必要である。

主
な
財
源

事 業 所 管 課 市民部／市民課

83

360

532

　

4 1

4

15 10

6 5

9 7 5 24

件数

4 46 1

19

5 15

9 3

1千円 99.8 % 892千円

決算額

　京都弁護士会に弁護士派遣を委託し、人権相談、行政相談と併せて、各地域公民館や庁舎
で市民を対象に、年間5回の無料法律相談を実施した。
　また、京都弁護士会が開設する丹後法律相談センター（大宮相談所・宮津相談所）の運営
費として、京都府、京丹後市、宮津市、与謝野町、伊根町からそれぞれ補助金を交付した。

3

予算科目 02総務費 01総務管理費 01一般管理費 07法律･市民相談事業

総合計画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目

細事業名 法律相談事業 決算書 Ｐ.74

人権の尊重

（参考）当初予算額

895千円 896千円

6

　

計 36 計 36 計 113

3 12

　

件数

最終予算額 不用額 (②－①) 執行率

目
的

　日常生活で発生する法律上の専門知識が必要な問題について、弁護士による相談窓口を開
設することで市民の悩みやトラブル解決の一助とする。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

7

6

大宮相談所（毎週金曜日）

≪丹後法律相談センター≫≪無料法律相談≫

町別 相談内容（件） 町別 相談内容（件）

11 19

2

2

- 5 -



02

Ⅴ ③

① ②

○賃金（臨時職員　3人） 千円

○旅費（職員研修旅費） 千円

○需用費（消耗品費、コピーチャージ料、公用車燃料費） 千円

○役務費（多重債務相談用携帯電話使用料、保険料） 千円

○使用料（コピー機借上料） 千円

峰山町 峰山町

大宮町 大宮町

網野町 網野町

丹後町 丹後町

弥栄町 弥栄町

久美浜町 久美浜町

市外 市外

住所不明

評
価
・
課
題
等

○多重債務相談は、グレーゾーン金利の廃止等により、相談件数は減少傾向（平成19年度232件
）にある。
○市民相談において生活困窮相談があることや多重債務相談の中で、生活保護相談や「くらしと
しごとの寄り添い支援センター」へのつなぎなど、福祉関係課との連携も必要なことから、対応
ワンストップ化を図るため、相談窓口の一本化を実施する予定（H25.8月下旬）。

事 業 所 管 課 市民部／市民課

町別 件数 主な内容 件数 町別 件数

30

132

63

43

＜市民相談＞ ＜多重債務相談＞

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

主
な
財
源

府補 消費者行政活性化事業費補助金 635千円

　大宮庁舎1階に市民相談室を設置し、専任相談員（臨時職員2人）が年間を通じて、市民か
らの相談を受けアドバイスを行った。同じ場所に多重債務相談支援室を開設し、専任相談員
（正職員1人、臨時職員1人）が弁護士事務所等と連携して、多重債務問題解決の相談・支援
活動を行った。

1,418

89 人権関係 2 10 金銭ﾄﾗﾌﾞﾙ 4

家庭関係 42 13 相続

3 生活困窮

2

13

　日常生活で発生する問題や要望などについて、専任相談員による相談窓口を設置し、各関
係機関と連携をとりながら、市民の悩みやトラブル解決の支援を行う。

パートナーシップ都市 計画項目 人権の尊重

（参考）当初予算額

1,686千円 1,747千円 61千円 96.5 % 1,786千円

決算額

Ｐ.74

予算科目 02総務費 01総務管理費 01一般管理費 07法律･市民相談事業

43 生活関係 64 18 債務相談

細事業名 市民相談事業 決算書

総合計画 基本方針

相談種別 件数

45

最終予算額 不用額 (②－①) 執行率

目
的

資産関係 9 7 家族問題 4

26

4

9 照会 19 9 その他 6

14 交通事故 3

計 214 計 214

17 その他 58 計 65 計 65

3 苦情・要望 17 5  
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02

Ⅴ ③

① ②

○京丹後警察署との「犯罪被害者等支援の連携協力に関する協定書」

　調印式経費（H24.6.19）

・証書ホルダーほか事務用品代

○京丹後市犯罪被害者等支援連絡会議・京丹後人権擁護委員合

　同研修会開催経費（H24.11.19）　参加人数：33人

・講師費用弁償

　※京都府職員に講師を依頼したため謝金不要

○職員旅費

・犯罪被害者等支援担当者研修会（福知山市）

○犯罪被害者等への見舞金

・傷害見舞金（1件）

※平成24年4月1日から「京丹後市犯罪被害者等支援条例」を施行

事 業 所 管 課 市民部／市民協働課

評
価
・
課
題
等

○民生児童委員、人権擁護委員等を対象とした研修会のほか、広報紙、京丹後コミュニティFM放
送等により「京丹後市犯罪被害者等支援条例」の周知に努めた。
○市民への周知・啓発活動をさらに行い、犯罪被害者等に対する市民の理解を深めていくことが
必要である。

目
的

　犯罪にあった市民やその家族などの被害の回復及び軽減のため、各種施策を講じるほか、
犯罪被害者等についての理解を深めるための啓発を実施する。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

主
な
財
源

1千円

11千円

2千円

100千円

Ｐ.104

予算科目 02総務費 01総務管理費 13諸費 02防犯対策費

細事業名 犯罪被害者支援事業 決算書

執行率

総合計画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 人権の尊重

（参考）当初予算額決算額 最終予算額 不用額 (②－①)

114千円 135千円 21千円 84.4 % 445千円
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